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答申第１４５号

答 申

第１ 審査会の結論

実施機関の決定は妥当である。

第２ 諮問事案の概要

１ 行政文書等の開示請求

異議申立人は、平成２３年８月４日、奈良県情報公開条例（平成１３年３月奈良県

条例第３８号。以下「新条例」という。）第６条第１項及び新条例による改正前の奈

良県情報公開条例（以下「旧条例」という。）第５条の規定に基づき、奈良県知事（以

下「実施機関」という。）に対し、「平成１２年８月より平成１８年１１月までに係

る行政文書（○○病院に関するすべての文書）のうち、下記のもの。①精神保健指定

医指定申請書 ②上記申請書別紙覚書 ③指定病院の指定（１９の８） ④奈良県知

事による精神医療（措置）に係る診療（調剤）報酬の審査及び支払に関する事務につ

いての契約書及び覚書 ⑤精神科病院実地指導結果報告書 ⑥精神科病院実地指導結

果総括表 ⑦指定自立支援医療を主として担当する医師変更届出書 ⑧指定入院・通

院医療機関実地指導結果報告書 ⑨指定入院・通院医療機関実地指導結果総括表 ⑩

指定入院・通院医療機関実地指導結果集計表 ⑪指定自立支援医療機関申請に関する

書類 以上の書類全部。」の開示請求を行った。

２ 実施機関の決定

平成２３年８月１８日、実施機関は、１に記載の開示請求に対し、以下のとおり決

定を行った。

（１）平成１３年４月１日（以下「施行日」という。）以後に実施機関の職員が職務上

作成し、又は取得した行政文書については、新条例が適用され、施行日前に実施機

関の職員が職務上作成し、又は取得した公文書については、旧条例が適用されるこ

とから、実施機関は、当該開示請求のうち旧条例が適用される部分（以下「本件開

示請求」という。）について、次のア開示請求に係る公文書に対応する公文書は、

イ開示しない理由により存在しないとする非開示決定（以下「本件決定」という。）

を行い、異議申立人に通知した。

ア 開示請求に係る公文書

○○病院に係る以下の文書（平成１２年８月１日から平成１３年３月３１日

まで）

(ｱ) 精神保健指定医指定申請書

(ｲ) 上記申請書別紙覚書

(ｳ) 指定病院の指定（１９の８）
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(ｴ) 奈良県知事による精神医療（措置）に係る診療（調剤）報酬の審査及び支払

に関する事務についての契約書及び覚書

(ｵ) 精神科病院実地指導結果報告書

(ｶ) 精神科病院実地指導結果総括表

(ｷ) 指定自立支援医療を主として担当する医師変更届出書

(ｸ) 指定入院・通院医療機関実地指導結果報告書

(ｹ) 指定入院・通院医療機関実地指導結果総括表

(ｺ) 指定入院・通院医療機関実地指導結果集計表

(ｻ) 指定自立支援医療機関申請に関する書類

イ 開示しない理由

(ｱ) アの(ｱ)及び(ｴ)から(ｶ)まで

保存期間の満了のため、当該文書を既に廃棄したため

(ｲ) アの(ｲ)、(ｳ)及び(ｷ)から(ｻ)まで

請求に係る文書を作成又は取得していないため

（２）１に記載の開示請求のうち、新条例が適用される部分に対応する行政文書として、

次のア開示する行政文書のとおり特定した上で、イ開示しない部分を除いて開示す

る旨の行政文書の一部開示決定を行い、ウ開示しない理由を付して、異議申立人に

通知した。

ア 開示する行政文書

○○病院に係る以下の文書（平成１３年４月１日から平成１８年１１月３０

日まで）

(ｱ) 平成１７年６月２７日付け精神保健指定医指定申請書

(ｲ) 平成１４年３月２８日付け奈良県指令健対第９９５号及び同号による指定に

係る申請書類（指定同意書、病院概要、管理者の履歴書、病院配置図、ＯＴ室

見取り図、ＯＴプログラム表、防火設備配置図、消防計画、昭和２９年８月２

０日付け奈良県指令医第７０７号、昭和２９年７月１３日付け奈良県指令医第

３６号及び医療法人○○寄附行為）

(ｳ) 平成１７年３月３１日付け奈良県指令健増第１２２０号及び同号による指定

に係る申請書類（申請書、指定同意書、病院概要、管理者の履歴書、原本証明、

病院配置図、ＯＴ室見取り図、ＯＴプログラム表、防火設備配置図、消防計画、

昭和２９年７月１３日付け奈良県指令医第３６号、昭和２９年８月２０日付け

奈良県指令医第７０７号及び医療法人○○寄附行為）

(ｴ) 奈良県社会保険診療報酬支払基金に係る平成１５年１０月１日付け契約書中

一部改定書、平成１８年１月１日付け契約書中一部改定書、平成１８年４月１

日付け契約書中一部改定書及び覚書中一部改定書並びにそれらの参考書類

(ｵ) 精神病院実地指導結果報告書（平成１７年８月３０日実施分）

(ｶ) 精神病院実地指導結果報告書（平成１８年８月１１日実施分）

(ｷ) 平成１７年度精神病院実地指導結果総括表

(ｸ) 平成１８年度精神病院実地指導結果総括表
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イ 開示しない部分

(ｱ) 精神保健指定医指定申請書における現在の勤務先を除く部分

(ｲ) 平成１４年３月２８日付け奈良県指令第９９５号及び平成１７年３月３１日

付け奈良県指令１２２０号による指定に係る申請書類のうち、

・管理者の履歴書における管理者の生年月日、本籍、住所、学歴、職歴、資格

及び賞罰

・精神保健指定医の証、指定医の出身地に係る記述及び保険医登録票

・原本証明の精神保健指定医の指定番号及び氏名

・消防計画の各部署防火責任者・火元責任者の氏名

(ｳ) 精神保健指定医指定申請書別紙覚書

(ｴ) 指定自立支援医療を主として担当する医師変更届出書

(ｵ) 指定入院・通院医療機関実地指導結果報告書

(ｶ) 指定入院・通院医療機関実地指導結果総括表

(ｷ) 指定入院・通院医療機関実地指導結果集計表

(ｸ) 指定自立支援医療機関申請に関する書類

(ｹ) 精神病院実地指導結果報告書（平成１３年度～平成１６年度実施分）

(ｺ) 精神病院実地指導結果総括表（平成１３年度～平成１６年度）

ウ 開示しない理由

(ｱ) イの(ｱ)及び(ｲ)

条例第７条第２号に該当

個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるため

(ｲ) イの(ｳ)から(ｸ)まで

請求に係る文書を作成又は取得していないため

(ｳ) イの(ｹ)及び(ｺ)

保存期間の満了のため、当該文書を既に廃棄したため

３ 異議申立て

異議申立人は、平成２３年９月２４日、本件決定を不服として、行政不服審査法（

昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定に基づき、実施機関に対し、本件決定の取

消しを求める異議申立てを行った。

４ 諮 問

平成２３年１０月７日、実施機関は、条例第１９条の規定に基づき、奈良県情報公

開審査会（以下「当審査会」という。）に対して、当該異議申立てに係る諮問を行っ

た。

第３ 異議申立人の主張要旨

１ 異議申立ての趣旨
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本件を取消すとの決定を求める。

２ 異議申立ての理由

異議申立人が、異議申立書及び意見書において主張している異議申立ての理由は、

おおむね次のとおりである。

（１）異議申立書

本件処分の非合法性

処分庁は、本件処分において、非開示文書の内容が、行政指導不十分であったこ

との職責を避けるものであると思われるので、既に廃棄した文書を含め、ファイル

又は電磁的記録として保存されているもの、及び非開示であった全ての文書記録の

開示を求めるため、本件異議申立てに及んだ。

（２）意見書

行政運営における公正の確保と透明性の向上は見られず、国民の権利利益の保護

はなきものとして判断し、理由説明書中、第２不開示の理由に対して、反論はない。

第４ 実施機関の説明要旨

実施機関が、理由説明書等において説明している本件決定の理由は、おおむね次の

とおりである。

①精神保健指定医指定申請書とは、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行

令（昭和２５年政令第１５５号。以下「精神保健福祉法施行令」という。）第２条の

２に規定する精神保健指定医（以下「指定医」という。）の指定を受けようとする際

に提出されるものであるが、執務室及び書庫等を探索したが、本件開示請求の対象と

なる平成１２年８月１日から平成１３年３月３１日までの間（以下「本件対象期間」

という。）に○○病院に勤務する医師から提出された精神保健指定医指定申請書は発

見できず、当該申請書が提出されていたかどうかについても確認できなかった。仮に

提出されていたとしても、保存期間は５年であり、また、保存期間を延長する必要性

は認められないことから、保存期間の満了により廃棄したと判断した。

②上記申請書別紙覚書とは、①申請書の別紙と考えられるが、文書を特定できなか

った。実施機関が異議申立人に確認したところ、異議申立人も分からないとのことだ

った。よって、文書を作成又は取得していないとして不存在とした。

③指定病院の指定（１９の８）とは、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（

昭和２５年法律第１２３号。以下「精神保健福祉法」という。）第１９条の８の規定

に基づいて、実施機関が国立・都道府県立病院（都道府県等が設置した地方独立行政

法人が設置する精神科病院を含む。）以外の精神科病院を指定して、措置入院者の入

院に対応しようとする規定である。この指定病院の指定は、同条の規定に基づき厚生

労働大臣の定める指定病院の基準（平成８年３月２１日厚生省告示第９０号）に基づ

き原則として３年の期限を付して指定し、３年ごとに見直しを行い更新するものであ

る。○○病院については、昭和３６年１０月１日に指定病院として初めて指定され、



- 5 -

平成１１年４月１日から３年の期間において更新されていることから、本件対象期間

中においては、精神保健福祉法第１９条の８の規定に基づく指定病院の指定の更新を

しておらず、請求に係る文書を作成又は取得していない。

④奈良県知事による精神医療（措置）に係る診療（調剤）報酬の審査及び支払に関

する事務についての契約書及び覚書とは、実施機関と奈良県社会保険診療報酬支払基

金幹事長との間において締結した旧精神衛生法に基づく診療報酬の審査事務及び支払

事務に関する契約ついての契約書及び覚書のことであり、有効期間を昭和３６年１０

月１日から昭和３７年３月３１日までとして昭和３６年１０月１日付けで契約書によ

り契約を締結し、同日付けで当該契約の実施に関し、覚書を交換している。当該契約

書において、契約当事者のいずれか一方より何らの意思表示がないときは、有効期間

の終期から１年間順次更新することとされ、契約の改定が必要なときは契約書中一部

改定書において契約の一部を改定し、覚書については覚書中一部改定書又は覚書の一

部改定書において覚書の一部を改定しているが、平成１２年８月から平成１３年３月

３１日までの期間において当該契約書又は覚書の一部改定はしていない。このため、

本件処分の非開示理由とした「保存期間の満了により、当該文書を既に廃棄したため」

を「請求に係る文書を作成又は取得していないため」に変更する。

⑤精神科病院実地指導結果報告書とは、精神保健福祉法第３８条の６の規定に基づ

き、精神科病院に対して１施設につき年１回行う実地指導を行った際に、精神科病院

に対する指導監督等の徹底について（平成１０年３月３日付障第１１３号・健政発第

２３２号・医薬発第１７６号・社援第４９１号厚生省大臣官房障害保健福祉部長・厚

生省健康政策局長・厚生省医薬安全局長・厚生省社会援護局長通知（以下「指導監督

通知」という。）に基づき作成する報告書であり、本件対象期間中において、○○病

院に係る当該報告書を作成したと考えているが、執務室及び書庫等を探索したが、当

該報告書は発見できなかった。精神科病院実地指導結果報告書の保存期間は５年であ

り、また、保存期間を延長する必要性は認められないことから、保存期間の満了によ

り廃棄したと判断した。

⑥精神科病院実地指導結果総括表とは、指導監督通知に基づき４月１日から翌年３

月３１日までを一括して取りまとめ、同年４月末日までに厚生労働省社会・援護局障

害保健福祉部精神・障害保健課長あてに報告するものであるが、執務室及び書庫等を

探索したが、当該総括表は発見できず、当該総括表が提出されていたかどうかについ

ても確認できなかった。当該総括表の保存期間は５年であり、本件対象期間中に作成

されていたとしても、保存期間は満了しており、また、保存期間を延長する必要性は

認められないことから、本件開示請求に係る当該総括表については、保存期間の満了

により廃棄したと判断した。

⑦指定自立支援医療を主として担当する医師変更届出書とは、障害者自立支援法（

平成１７年法律第１２３号）第６４条の規定に基づく届出書であり、⑪指定自立支援

医療機関申請に関する書類とは、同法第５９条の規定に基づく申請書である。同法は

平成１８年４月１日に施行されており、平成１２年８月から平成１３年３月３１日ま

での間においては、同法は施行されていないため、⑦及び⑪については、請求に係る

文書を作成又は取得していない。

⑧指定入院・通院医療機関実地指導結果報告書とは、心神喪失等の状態で重大な他
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害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成１５年法律第１１０号。以下

「心神喪失者等医療観察法」という。）第８５条第１項及び第９７条第１項の規定に

基づき地方厚生局が、指定医療機関に対して実地指導を行った際に指定医療機関指導

監査要綱等（平成１７年８月２日障精発第０８０２０１０号厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部精神保健福祉課長通知。以下「指導監査通知」という。）に基づき作

成する報告書であり、法律上適性を欠く疑いが発見された場合は厚生労働省に報告さ

れる。⑨指定入院・通院医療機関実地指導結果総括表及び⑩指定入院・通院医療機関

実地指導結果集計表とは、指導監査通知に基づき、４月１日から翌年３月３１日まで

の⑧指定入院・通院医療機関実地指導結果報告書を一括して取りまとめ、同年４月末

日までに地方厚生局が厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課長に

報告するものである。⑧⑨⑩いずれも、地方厚生局が作成するものであり、実施機関

が関与することはない。また、心神喪失者等医療観察法は、平成１７年７月１５日に

施行されており、平成１２年８月から平成１３年３月３１日までの間においては、同

法は施行されていない。これらのことから、実施機関において請求に係る文書を作成

又は取得をしていない。

以上の理由により、異議申立人が行った本件開示請求について請求に係る文書を作

成又は取得していないため、不存在を理由として本件処分を行ったものである。

第５ 審査会の判断理由

当審査会は、本件事案について審査した結果、次のとおり判断する。

１ 基本的な考え方

旧条例は、その第１条にあるように、県民の公文書の開示を求める権利を明らかに

するとともに、情報公開の総合的な推進に関し必要な事項を定めることにより、県政

に対する県民の理解と信頼を深め、県民の県政への参加を促進し、もって公正で開か

れた県民本位の県政を一層推進することを目的として制定されたものであり、その解

釈・運用に当たっては、県民の公文書開示請求権を十分尊重する見地から行わなけれ

ばならない。

したがって、当審査会は県民の公文書開示請求権を十分尊重するという旧条例の趣

旨に従い、実施機関の意見聴取のみにとどまらず、審査に必要な関係資料の提出を求

め、当審査会により調査を行い、旧条例の適用について判断することとした。

２ 本件公文書の不存在について

異議申立人は、「平成１２年８月より平成１３年３月３１日までに係る公文書（○

○病院に関するすべての文書）のうち、下記のもの。①精神保健指定医指定申請書

②上記申請書別紙覚書 ③指定病院の指定（１９の８） ④奈良県知事による精神医

療（措置）に係る診療（調剤）報酬の審査及び支払に関する事務についての契約書及

び覚書 ⑤精神科病院実地指導結果報告書 ⑥精神科病院実地指導結果総括表 ⑦指

定自立支援医療を主として担当する医師変更届出書 ⑧指定入院・通院医療機関実地

指導結果報告書 ⑨指定入院・通院医療機関実地指導結果総括表 ⑩指定入院・通院
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医療機関実地指導結果集計表 ⑪指定自立支援医療機関申請に関する書類 以上の書

類全部。」の開示を求めているのに対し、実施機関は、保存期間の満了により、当該

文書を既に廃棄したため、又は、請求に係る文書を作成又は取得していないため不存

在であると主張しているので、以下検討する。

（１）精神保健指定医指定申請書

精神保健指定医指定申請書は、精神保健福祉法施行令第２条の２の規定に基づき、

指定医の指定を受けようとする者が、都道府県知事を経由して、厚生労働大臣に提

出する文書である。

実施機関の説明によると、精神保健指定医指定申請書が提出された場合は、原本

を地方厚生局に進達し、その写しを実施機関において保存することとしているが、

執務室及び書庫等を探索したところ、本件対象期間中に提出された○○病院に勤務

する医師に係る精神保健指定医指定申請書の写しは発見できず、また、当該申請書

が提出されていたかどうかについても確認できなかったとのことである。また、当

該写しの保存期間は５年であり、保存期間を延長する必要性も認められないことか

ら、当該申請書が提出されていたとしても、保存期間の満了により既に廃棄されて

いるものと考えられるとのことである。

当審査会において、当該写しの保存期間を確認するため、実施機関に対し、奈良

県行政文書管理規程（昭和３６年３月奈良県訓令甲第１号。以下「文書管理規程」

という。）に基づく精神保健及び精神障害者の福祉に関する業務に係る文書分類表

の提示を求めて確認したところ、当該写しが該当する「指定医申請」の区分に係る

文書の保存期間は５年であることが認められた。

実施機関は、保存期間の満了により当該写しを既に廃棄したとの理由により非開

示決定を行ったが、当該写しが取得されたという事実が確認されていないのである

から、廃棄されたと断定することはできない。しかし、いずれにしても当該写しが

存在しないという点については、実施機関の説明に、特段不合理、不自然な点はな

く、当該写しが存在すると推測させる特段の事情もない。

したがって、当該写しは存在しないとする実施機関の説明は是認できると判断す

る。

（２）上記申請書別紙覚書

「上記申請書別紙覚書」（以下「別紙覚書」）について、実施機関は、精神保健

指定医指定申請書の添付書類の一種と考えたが、精神保健指定医指定申請に際し、

「覚書」という標題の文書の提出を求めることはなく、覚書に相当する内容の文書

の提出を求めることもないため、別紙覚書が具体的にどのような文書を指している

のかについて、異議申立人に対し説明を求めたところ、明確な回答は得られなかっ

たことから、別紙覚書については取得していないものと判断したとのことである。

そうすると、別紙覚書を作成又は取得していないとする実施機関の説明に、特段

不合理、不自然な点はなく、当該覚書が存在すると推測させる特段の事情もない。

したがって、別紙覚書は存在しないとする実施機関の説明は是認できると判断す

る。
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（３）指定病院の指定（１９の８）

実施機関の説明によると、「指定病院」とは、精神保健福祉法第１９条８の規定

に基づき、国等以外の者が設置した精神科病院について、都道府県が設置する精神

科病院に代わる施設として、都道府県知事が指定した病院であり、異議申立人のい

う「指定病院の指定（１９の８）」とは、○○病院について、指定病院として指定

した際の通知文書を指しているとのことである。

厚生省保健医療局長通知「精神保健福祉法第１９条の８の規定に基づく指定病院

の指定について」（平成８年３月２１日健医発第３２５号）によると、指定病院の

指定は、原則として３年の期限を付して指定し、３年ごとに見直しを行うこととさ

れている。

○○病院については、昭和３６年１０月１日に指定病院として初めて指定されて

おり、以後見直しが行われているのであるが、本件対象期間における同病院の指定

期間は、平成１１年４月１日から平成１４年３月３１日であることから、実施機関

は、本件対象期間中には指定していないため、指定に係る通知文書を作成していな

いとのことである。

そうすると、本件対象期間中に、当該通知文書を作成又は取得していないとする

実施機関の説明に、特段不合理、不自然な点はなく、当該通知文書が存在すると推

測させる特段の事情もない。

したがって、当該通知文書は存在しないとする実施機関の説明は是認できると判

断する。

（４）奈良県知事による精神医療（措置）に係る診療（調剤）報酬の審査及び支払に関

する事務についての契約書及び覚書

実施機関の説明によると、「奈良県知事による精神医療（措置）に係る診療（調

剤）報酬の審査及び支払に関する事務についての契約書及び覚書」とは、旧精神衛

生法又は精神保健福祉法に基づく診療報酬の審査事務及び支払事務について、実施

機関と奈良県社会保険診療報酬支払基金幹事長との間において締結した契約に係る

契約書、契約の実施に係る覚書、当該契約書の一部改定書及び当該覚書の一部改定

書を指しており、当初の契約は、有効期間を昭和３６年１０月１日から昭和３７年

３月３１日までとして昭和３６年１０月１日付けで締結し、同日付けで覚書を交換

したとのことである。また、当該契約に係る契約書において、契約当事者の意思表

示がないときは、有効期間の終期から１年間順次更新したものとみなされ、改定が

必要なときは契約書又は覚書をそれぞれ改定を行うとのことである。

実施機関の説明によると、本件対象期間中に、当該契約書又は当該覚書の改定は

行っていないとのことである。

そうすると、本件対象期間中には当該契約書の一部改定書及び当該覚書の一部改

定書（以下「本件改定書等」という。）を作成又は取得していないとする実施機関

の説明に、特段不合理、不自然な点はなく、本件改定書等が存在すると推測させる

特段の事情もない。
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したがって、本件改定書等は存在しないとする実施機関の説明は是認できると判

断する。

（５）精神科病院実地指導結果報告書

精神保健福祉法第３８条の６の規定に基づき、実施機関は精神科病院に対して実

地指導を行うことができることとされており、また、指導監督通知により、原則と

して１施設につき年１回実地指導を行うことととされ、実地指導を行った際には、

その都度精神科病院実地指導結果報告書を作成することとされている。

実施機関は、本件対象期間中において、○○病院に係る精神科病院実地指導結果

報告書を作成したが、当該報告書の保存期間は５年であり、保存期間の満了により

廃棄したとのことである。また、念のため実施機関において執務室及び書庫等を探

索したが、当該報告書は発見できなかったとのことである。

当審査会において、当該報告書の保存期間を確認するため、実施機関に対し、文

書管理規程に基づく精神保健及び精神障害者の福祉に関する業務に係る文書分類表

の提示を求め確認したところ、当該報告書が該当する「立入検査」の区分に係る文

書の保存期間は５年であることが認められた。

そうすると、当該報告書を廃棄したとする実施機関の説明に、特段不合理、不自

然な点はなく、当該報告書が存在すると推測させる特段の事情もない。

したがって、当該報告書は存在しないとする実施機関の説明は是認できると判断

する。

（６）精神科病院実地指導結果総括表

指導監督通知は、都道府県及び指定都市が実地指導を行った際には、（５）の報

告書を作成し、４月１日から翌年３月３１日までの分を一括して取りまとめ、同年

４月末日までに精神科病院実地指導結果総括表により、厚生労働省に報告する旨定

めている。

実施機関においては、（５）で述べたとおり毎年実地指導を行っているとのこと

であるが、執務室及び書庫等を探索したところ、本件対象期間中に作成された精神

科病院実地指導結果総括表は発見できず、また、当該総括表が作成されていたかど

うかについても確認できなかったとのことである。しかし、当該総括表の保存期間

は５年であり、また、保存期間を延長する必要性は認められないことから、当該総

括表が作成されていたとしても、保存期間の満了により既に廃棄されているものと

考えられるとのことである。

当審査会において、当該総括表の保存期間を確認するため、実施機関に対し、文

書管理規程に基づく精神保健及び精神障害者の福祉に関する業務に係る文書分類表

の提示を求め確認したところ、当該総括表が該当する「立入検査」の区分に係る文

書の保存期間は５年であることが認められた。

実施機関は、保存期間の満了により当該総括表を既に廃棄したとの理由により非

開示決定を行ったが、当該総括表が取得されたという事実が確認されていないので

あるから、廃棄されたと断定することはできない。しかし、いずれにしても当該総
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括表が存在しないという点については、実施機関の説明に、特段不合理、不自然な

点はなく、当該総括表が存在すると推測させる特段の事情もない。

したがって、当該総括表は存在しないとする実施機関の説明は是認できると判断

する。

（７）指定自立支援医療を主として担当する医師変更届出書

実施機関の説明によると、「指定自立支援医療を主として担当する医師変更届出

書」とは、障害者自立支援法第６４条の規定に基づく届出書であり、同条は平成１

８年４月１日に施行されていることから、本件対象期間中に当該届出書を取得する

ことはないとのことである。

そうすると、当該届出書を作成又は取得していないとする実施機関の説明に、特

段不合理、不自然な点はなく、当該総括表が存在すると推測させる特段の事情もな

い。

したがって、当該届出書は存在しないとする実施機関の説明は是認できると判断

する。

（８）指定入院・通院医療機関実地指導結果報告書

実施機関の説明によると、指定入院・通院医療機関実地指導結果報告書とは、心

神喪失等医療観察法第８５条第１項及び第９７条第１項の規定に基づき、地方厚生

局が、指定医療機関に対して実地指導を行った際に指導監査通知に基づき作成する

報告書であり、法律上適性を欠く等の疑いが発見された場合には、地方厚生局が厚

生労働省に提出することとされているものであることから、実施機関が当該報告書

を作成又は取得することはないとのことである。

また、心神喪失者等医療観察法第８５条及び第９７条の規定は、平成１７年７月

１５日に施行されていることから、本件対象期間中には施行されていなかった。

そうすると、当該報告書を作成又は取得していないとする実施機関の説明に、特

段不合理、不自然な点はなく、当該総括表が存在すると推測させる特段の事情もな

い。

したがって、当該報告書は存在しないとする実施機関の説明は是認できると判断

する。

（９）指定入院・通院医療機関実地指導結果総括表及び指定入院・通院医療機関実地指

導結果集計表

実施機関の説明によると、指定入院・通院医療機関実地指導結果総括表及び指定

入院・通院医療機関実地指導結果集計表とは、地方厚生局が実地指導を行った際に、

指導監査通知に基づき、厚生労働省に報告する文書であり、実施機関が当該総括表

及び当該集計表を作成又は取得することはないとのことである。

また、心神喪失者等医療観察法第８５条及び第９７条の規定は、平成１７年７月

１５日に施行されていることから、本件対象期間中には施行されていなかった。

そうすると、当該総括表及び当該集計表を作成又は取得していないとする実施機
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関の説明に、特段不合理、不自然な点はなく、当該総括表が存在すると推測させる

特段の事情もない。

したがって、当該総括表及び当該集計表は存在しないとする実施機関の説明は是

認できると判断する。

（10）指定自立支援医療機関申請に関する書類

実施機関の説明によると、「指定自立支援医療機関申請に関する書類」とは、障

害者自立支援法第５９条の規定に基づく申請書であり、同条は平成１８年４月１日

に施行されていることから、本件対象期間中に当該申請書を取得することはないと

のことである。

そうすると、当該申請書を作成又は取得していないとする実施機関の説明に、特

段不合理、不自然な点はなく、当該総括表が存在すると推測させる特段の事情もな

い。

したがって、当該申請書は存在しないとする実施機関の説明は是認できると判断

する。

３ 結 論

以上の事実及び理由により、当審査会は「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

第６ 審査会の審査経過

当審査会の審査経過は、別紙のとおりである。
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（別 紙）

審 査 会 の 審 査 経 過

年 月 日 審 査 経 過

平成２３年１０月 ７日 ・ 実施機関から諮問を受けた。

平成２３年１２月１３日 ・ 実施機関から理由説明書の提出を受けた。

平成２３年１２月２７日 ・ 異議申立人から意見書の提出を受けた。

平成２４年 ５月３１日 ・ 実施機関から非開示理由等を聴取した。

（第１５４回審査会） ・ 事案の審議を行った。

平成２４年 ９月 ４日 ・ 答申案のとりまとめを行った。

（第１５６回審査会）

平成２４年 ９月２１日 ・ 実施機関に対して答申を行った。
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